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○栃木県県税条例施行規則の一部改正 
 
栃木県規則第18号                                         
 栃木県県税条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。                  
  令和４年３月31日                                       
                              栃木県知事  福  田  富  一   
   栃木県県税条例施行規則の一部を改正する規則                          
 栃木県県税条例施行規則（平成17年栃木県規則第13号）の一部を次のように改正する。          

 別記様式第50号を次のように改める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（2） 号外第23号令和４（2022）年３月31日　木曜日 栃 木 県 公 報

別記様式第50号（第24条関係）

　（その１）

　第　　　　　号　　
年　　月　　日　　

　納税者
　　住所
　　名称　様

栃木県　　　県税事務所長         　　　
　法人県民税、法人事業税及び特別法人事業税について、次のとおり　　　　　 したので、地方税法第55条第４項、第72条の

県 民 税

差 引 法 人 税 割 額

既 に 納 付 の 確 定 し た
当 期 分 の 法 人 税 割 額
租 税 条 約 の 実 施 に 係 る
法 人 税 割 額 の 控 除 額
既還付請求利子割額が過
大 で あ る 場 合 の 納 付 額

仮装経理に基づく控除額

利 子 割 額 控 除 額

課税標準となる法人税額又
は 個 別 帰 属 法 人 税 額

(ア)
本県分の課税標準となる法人税額
又 は 個 別 帰 属 法 人 税 額

法人税割額((ア)× ％)

事業（連結事業）年度

税    額摘　　　　　　　　　要

県 民 税 の 特 定 寄 附 金
税 額 控 除 額

収
入
割

収 入 金 額 総 額

収 入 金 額

資
本
割

資 本 金 等 の 額 総 額

資 本 金 等 の 額

摘 要

税額控除超過額相当額の
加 算 額
控 除 対 象 所 得 税 額 等
相 当 額 等 の 控 除 額
外 国 の 法 人 税 等
の 額 の 控 除 額

課 税 標 準 額

付
加
価
値
割

付 加 価 値 額 総 額

付 加 価 値 額

所
　
得
　
割

所 得 金 額 総 額

年 万 円 以 下 の 金 額

年 万円超 万円以下

年 万円を超える金額

軽減税率不適用法人の金額

法人県民税・法人事業税・特別法人事業税の更正、再更正、決定及び加算金の決定通知並びに納付通知書　

印

42、第72条の46第６項、第72条の47第５項の規定により通知します。
　よって、この通知により納付すべき額を下記の納期限までに納付書によって納付してください。

税率 税 額 県　税 課 税 番 号

（

事
業
税
・
特
別
法
人
事
業
税
）

（

県
民
税
）

合 計 事 業 税 額

平 成 27 年 改 正 法 附 則 第 ８ 条 又 は
平 成 28 年 改 正 法 附 則 第 ５ 条 の 控 除 額

事 業 税 の 特 定 寄 附 金 税 額 控 除 額

仮 装 経 理 に 基 づ く 事 業 税 額 の 控 除 額

既 に 納 付 の 確 定 し た 当 期 分 の 事 業 税 額

租 税 条 約 の 実 施 に 係 る 事 業 税 額 の 控 除 額

納 付 事 業 税 額

摘　　　　　　　　　要 課 税 標 準 額 税率 税 額

所得割に係る額特別法人
事 業 税 収入割に係る額

合 計 特 別 法 人 事 業 税 額

仮装経理に基づく特別法人事業税額の控除額

既に納付の確定した当期分の特別法人事業税額

租税条約の実施に係る特別法人事業税額の控除額

納 付 特 別 法 人 事 業 税 額

過少申告加算金
不 申 告 加 算 金

割合 加 算 金 額

（計）

重 加 算 金

加算金の基礎となる税額摘 要

更
生
等
の
理
由

修 正 申 告 年 月 日

加

算

金

分
割
基
準

事 業 税

区　分

本県分

総　数

（この欄には、「この処分に不服がある場合における救済の方法及び取消訴訟を行う場合の被告とすべき者、出訴期間等」を記載す
ること）

算定期間中において事務
所 等 を 有 し て い た 月 数

円×(イ)／12

納 付 均 等 割 額 ②

(イ) 　　月

既 に 納 付 の 確 定 し た
当 期 分 の 均 等 割 額

均

等

割

額

納 付 法 人 税 割 額 ①

利 子 割 額

納付県民税額（①＋②）

既に還付を請求した利子割
額
既還付請求利子割額が過
大 で あ る 場 合 の 納 付 額

申 告 書 提 出 期 限

申 告 書 提 出 日

法 人 税 処 理 日

控 除 し た 額

控除しきれなかった額

利

子

割

額

法

人

税

割

額

納 付 場 所

納 期 限

こ の 通 知 書 に よ り
還 付 す る 利 子 割 額
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　（その２）

　第　　　　　号　　
年　　月　　日　　

　納税者
　　住所
　　名称　様

栃木県　　　県税事務所長         　　　
　法人県民税、法人事業税及び特別法人事業税について、次のとおり　　　　　 したので、地方税法第55条第４項、第72条の

申 告 書 提 出 日

税 額

法

人

税

割

額

申 告 書 提 出 期 限

本 県 分

利 子 割 額 控 除 額

差 引 法 人 税 割 額

既 に 納 付 の 確 定 し た
当 期 分 の 法 人 税 割 額
租 税 条 約 の 実 施 に 係 る
法 人 税 割 額 の 控 除 額
既還付請求利子割額が過
大 で あ る 場 合 の 納 付 額

区 分

本 県 分

（

特
別
法
人
事
業
税
）

本 県 分

法第 72条の２第１項第２号に掲げる事業の
収 入 割 に 係 る 特 別 法 人 事 業 税 額

（この欄には、「この処分に不服がある場合における救済の方法及び取消訴訟を行う場合の被告とすべき者、出訴期間等」を記載す
ること）

更

生

等

の

理

由

加

算

金

納 付 法 人 税 割 額 ①

円×(イ)／12

(イ)

加算金の基礎となる税額

算定期間中において事務
所 等 を 有 し て い た 月 数

（計）

重 加 算 金

過少申告加算金
不 申 告 加 算 金

割合 加 算 金 額摘 要

納 付 特 別 法 人 事 業 税 額

合 計 特 別 法 人 事 業 税 額

仮装経理に基づく特別法人事業税額の控除額

既に納付の確定した当期分の特別法人事業税額

租税条約の実施に係る特別法人事業税額の控除額

法第 72条の２第１項第３号に掲げる事業の
収 入 割 に 係 る 特 別 法 人 事 業 税 額

法第 72条の２第１項第１号に掲げる事業の
所 得 割 に 係 る 特 別 法 人 事 業 税 額

摘　　　　　　　　　要 課 税 標 準 額 税率

租 税 条 約 の 実 施 に 係 る 事 業 税 額 の 控 除 額

納 付 事 業 税 額

（

事
業
税
）

（

県
民
税
）

合 計 事 業 税 額

事 業 税 の 特 定 寄 附 金 税 額 控 除 額

仮 装 経 理 に 基 づ く 事 業 税 額 の 控 除 額

既 に 納 付 の 確 定 し た 当 期 分 の 事 業 税 額

法人県民税・法人事業税・特別法人事業税の更正、再更正、決定及び加算金の決定通知並びに納付通知書　

印

42、第72条の46第６項、第72条の47第５項の規定により通知します。
　よって、この通知により納付すべき額を下記の納期限までに納付書によって納付してください。

税率 税 額 課 税 番 号

税額控除超過額相当額の
加 算 額
控 除 対 象 所 得 税 額 等
相 当 額 等 の 控 除 額
外 国 の 法 人 税 等
の 額 の 控 除 額

課 税 標 準 額 県　税摘 要

法

第

七

十

二

条

の

二

第

一

項

各

号

に

掲

げ

る

事

業

資 本 金 等 の 額

県 民 税 の 特 定 寄 附 金
税 額 控 除 額

課税標準となる法人税額又
は 個 別 帰 属 法 人 税 額

(ア)
本県分の課税標準となる法人税額
又 は 個 別 帰 属 法 人 税 額

法人税割額((ア)× ％)

事業（連結事業）年度

税    額摘　　　　　　　　　要

仮装経理に基づく控除額

既 に 納 付 の 確 定 し た
当 期 分 の 均 等 割 額

県 民 税

納付県民税額（①＋②）

所 得 金 額

付加価値額総額

付 加 価 値 額

資本金等の額総額

　　月

第
二
号

収
入
割

収 入 金 額 総 額

収 入 金 額

第

三

号

所
得

割
付
加
価
値
割

収 入 金 額 総 額

収 入 金 額

資
本
割

収
入
割

所 得 金 額 総 額

第

一

号

年 万円以下の
金 額
年 万円超

万円以下
年 万円を超え
る 金 額
軽減税率不適用
法 人 の 金 額

付加価値額総額

所 得 金 額 総 額

付 加 価 値 額

付
加
価
値
割

所
　
得
　
割

資本金等の額総額

資 本 金 等 の 額

資
本
割

納 付 均 等 割 額 ②

均

等

割

額

総 数

納 付 場 所

納 期 限

法 人 税 処 理 日

修 正 申 告 年 月 日

区 分

固 定 資 産

事 業 税

総 数

発電所の固定資産

分

割

基

準

総 数
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○栃木県産業技術センター設置、管理及び使用料条例施行規則の一部改正 
 
栃木県規則第19号                                         
 栃木県産業技術センター設置、管理及び使用料条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。  
  令和４年３月31日                                       
                              栃木県知事  福  田  富  一   
   栃木県産業技術センター設置、管理及び使用料条例施行規則の一部を改正する規則          
 栃木県産業技術センター設置、管理及び使用料条例施行規則（平成15年栃木県規則第２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

   附 則                                            
 この規則は、令和４年４月１日から施行する。                            

（工業振興課）  
 

改   正   後 改   正   前 

別表第２（第12条関係） 

１ 栃木県産業技術センター 
(1)ｱ機械加工機器類 

名    称  使    用    料  

略  

ＮＣ放電加工機 略 

恒温槽付一軸延伸

機 
１時間につきああああｱ50円 

略  

５軸マシニングセ

ンタ 
略 

ゴムシート打抜機 １時間につきああああｱ20円 

略  
(2)～(9) 略ｱ 

 ２～５ 略 

別表第２（第12条関係） 

１ 栃木県産業技術センター 
(1)ｱ機械加工機器類 

名    称  使    用    料  

略  

ＮＣ放電加工機 略 

恒温槽付一軸延伸

機 
 

略  

５軸マシニングセ

ンタ 
略 

ゴムシート打抜機  

略  
(2)～(9) 略ｱ 

 ２～５ 略 

 

   附 則                                            
１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。                           
２ この規則の施行の際現に存する改正前の栃木県県税条例施行規則の規定により調製した諸用紙は、当分の

間、所要の補正をして使用することができる。  
（税務課）  
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○技能検定試験の実技試験の受検手数料に関する規則の一部改正 
 
栃木県規則第20号                                         
 技能検定試験の実技試験の受検手数料に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。      
  令和４年３月31日                                     
                              栃木県知事  福  田  富  一   
   技能検定試験の実技試験の受検手数料に関する規則の一部を改正する規則              
 技能検定試験の実技試験の受検手数料に関する規則（平成29年栃木県規則第36号）の一部を次のように改正

する。    

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

改   正   後 改   正   前 

栃木県手数料条例（昭和31年栃木県条例第１号）

別表第１の303の項の知事が指定する者は、次の表

の左欄に掲げる者とし、同項に規定する技能検定試

験の実技試験の受検手数料について同条例第５条の

規定により知事が定める額は、同欄に掲げる者の区

分に応じそれぞれ同表の右欄に掲げる金額とする。 

知 事 が 指 定 す る 者 金 額 

２級の技能検定試験の実技試験を受検

する在職者のうち、基準日において25

歳未満のもの（出入国管理及び難民認

定法（昭和 26年政令第 319号。以下

「入管法」という。）別表第１の上欄

の在留資格をもって在留する者を除

く。) 

略 

３級の技能検定試験の実技試験を受検

する在職者（以下「３級受検者」とい

う。）のうち、在校生であって、基準

日において25歳未満のもの（入管法別

表第１の上欄の在留資格をもって在留

する者を除く。）（以下「二重減免

者」という。） 

略 

３級の技能検定試験の実技試験を受検

する在校生（二重減免者を除く。）あ

あああああああああああああああああ

あああああああああああああああああ

あああああ 

略 

３級の技能検定試験の実技試験を受検

する在職者のうち、在校生以外のもの

であって、基準日において25歳未満の

もの（入管法別表第１の上欄の在留資

格をもって在留する者を除く。） 

略 

備考 
 １ この表において「在職者」とは、雇用保険

法（昭和49年法律第116号）第４条第１項に

規定する被保険者である者をいう。 
  ２・３ 略 

栃木県手数料条例（昭和31年栃木県条例第１号）

別表第１の303の項の知事が指定する者は、次の表

の左欄に掲げる者とし、同項に規定する技能検定試

験の実技試験の受検手数料について同条例第５条の

規定により知事が定める額は、同欄に掲げる者の区

分に応じそれぞれ同表の右欄に掲げる金額とする。 

知 事 が 指 定 す る 者 金 額 

２級の技能検定試験の実技試験を受検

する者  のうち、基準日において35

歳未満のもの（出入国管理及び難民認

定法（昭和 26年政令第 319号。以下

「入管法」という。）別表第１の上欄

の在留資格をもって在留する者を除

く。) 

略 

３級の技能検定試験の実技試験を受検

する者（以下「３級受検者」とい

う。）のうち、在校生であって、基準

日において35歳未満のもの（入管法別

表第１の上欄の在留資格をもって在留

する者を除く。）（以下「二重減免

者」という。） 

略 

３級受検者のうち、在校生であって、

基準日において、35歳未満のもの（入

管法別表第１の上欄の在留資格をもっ

て在留する者に限る。）及び35歳以上

のもの 

略 

３級受検者ああああああああああああ

あああああのうち、在校生以外のもの

であって、基準日において35歳未満の

もの（入管法別表第１の上欄の在留資

格をもって在留する者を除く。） 

略 

備考 
 １ この表において「在職者」とは、雇用保険法

（昭和49年法律第116号）第４条第１項に規定

する被保険者をいう。 
 １・２ 略 
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栃木県教育委員会規則第２号                                   

 県立学校管理規則の一部を改正する規則を次のように定める。                    

  令和４年３月31日                                     

                        栃木県教育委員会教育長  荒  川  政  利   

   県立学校管理規則の一部を改正する規則                             

 県立学校管理規則（昭和32年栃木県教育委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。        

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。    

改   正   後 改   正   前

 （教科書及び教材）

第10条 略

２ 略

３ 学校は、教材の選定にあたっては、保護者等の

経済的負担について考慮しなければならない。

 （転学、転籍）

第19条 他の高等学校又は課程に転学又は転籍を志

望する者は、保護者等と連署の上校長に願い出て

その許可を受けなければならない。

２ 略

 （在学保証書等書類の提出）

第20条 略

２ 前項に規定する者の保護者等は、保証人と連署

の上、別記様式５により、在学保証書を校長に提

出しなければならない。

 （保護者等及び保証人の異動）

第22条 保護者等は、自己又は保証人が、住所又は

氏名を変更したときは、速やかに校長に届け出な

ければならない。

２ 在学保証書を提出した保護者等又は保証人が死

亡し、若しくはその資格を失ったときは、保護者

等又は新たに保護者等となった者は、改めて在学

保証書を提出しなければならない。

 （休学）

第23条 高等学校の生徒又は幼稚部の幼児が心身の

故障その他真にやむを得ない事由により、引き続

き２月以上出席し難いときは、あらかじめ期間を

定めて、保護者等と連署の上、校長に休学を願い

出ることができる。この場合には、休学の事由を

証するに足りる書類を添えなければならない。

２ 略

３ 休学の期間中に、休学の事由がやんだ場合は、

そのことを証するに足りる書類を添えて、保護者

等と連署の上、校長に復学を願い出なければなら

ない。

 （留学）

 （教科書及び教材）

第10条 略

２ 略

３ 学校は、教材の選定にあたっては、保護者等の

経済的負担について考慮しなければならない。

 （転学、転籍）

第19条 他の高等学校又は課程に転学又は転籍を志

望する者は、保護者等と連署の上校長に願い出て

その許可を受けなければならない。

２ 略

 （在学保証書等書類の提出）

第20条 略

２ 前項に規定する者の保護者等は、保証人と連署

の上、別記様式５により、在学保証書を校長に提

出しなければならない。

 （保護者及び保証人の異動）

第22条 保護者 は、自己又は保証人が、住所又は

氏名を変更したときは、速やかに校長に届け出な

ければならない。

２ 在学保証書を提出した保護者等又は保証人が死

亡し、若しくはその資格を失ったときは、保護者

等又は新たに保護者等となった者は、改めて在学

保証書を提出しなければならない。

 （休学）

第23条 高等学校の生徒又は幼稚部の幼児が心身の

故障その他真にやむを得ない事由により、引き続

き２月以上出席し難いときは、あらかじめ期間を

定めて、保護者等と連署の上、校長に休学を願い

出ることができる。この場合には、休学の事由を

証するに足りる書類を添えなければならない。

２ 略

３ 休学の期間中に、休学の事由がやんだ場合は、

そのことを証するに足りる書類を添えて、保護者

等と連署の上、校長に復学を願い出なければなら

ない。

 （留学）
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   附 則                                            
 この規則は、令和４年４月１日から施行する。                            

（労働政策課）  
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○技能検定試験の実技試験の受検手数料に関する規則の一部改正 
 
栃木県規則第20号                                         
 技能検定試験の実技試験の受検手数料に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。      
  令和４年３月31日                                     
                              栃木県知事  福  田  富  一   
   技能検定試験の実技試験の受検手数料に関する規則の一部を改正する規則              
 技能検定試験の実技試験の受検手数料に関する規則（平成29年栃木県規則第36号）の一部を次のように改正

する。    

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

改   正   後 改   正   前 

栃木県手数料条例（昭和31年栃木県条例第１号）

別表第１の303の項の知事が指定する者は、次の表

の左欄に掲げる者とし、同項に規定する技能検定試

験の実技試験の受検手数料について同条例第５条の

規定により知事が定める額は、同欄に掲げる者の区

分に応じそれぞれ同表の右欄に掲げる金額とする。 

知 事 が 指 定 す る 者 金 額 

２級の技能検定試験の実技試験を受検

する在職者のうち、基準日において25

歳未満のもの（出入国管理及び難民認

定法（昭和 26年政令第 319号。以下

「入管法」という。）別表第１の上欄

の在留資格をもって在留する者を除

く。) 

略 

３級の技能検定試験の実技試験を受検

する在職者（以下「３級受検者」とい

う。）のうち、在校生であって、基準

日において25歳未満のもの（入管法別

表第１の上欄の在留資格をもって在留

する者を除く。）（以下「二重減免

者」という。） 

略 

３級の技能検定試験の実技試験を受検

する在校生（二重減免者を除く。）あ

あああああああああああああああああ

あああああああああああああああああ

あああああ 

略 

３級の技能検定試験の実技試験を受検

する在職者のうち、在校生以外のもの

であって、基準日において25歳未満の

もの（入管法別表第１の上欄の在留資

格をもって在留する者を除く。） 

略 

備考 
 １ この表において「在職者」とは、雇用保険

法（昭和49年法律第116号）第４条第１項に

規定する被保険者である者をいう。 
  ２・３ 略 

栃木県手数料条例（昭和31年栃木県条例第１号）

別表第１の303の項の知事が指定する者は、次の表

の左欄に掲げる者とし、同項に規定する技能検定試

験の実技試験の受検手数料について同条例第５条の

規定により知事が定める額は、同欄に掲げる者の区

分に応じそれぞれ同表の右欄に掲げる金額とする。 

知 事 が 指 定 す る 者 金 額 

２級の技能検定試験の実技試験を受検

する者  のうち、基準日において35

歳未満のもの（出入国管理及び難民認

定法（昭和 26年政令第 319号。以下

「入管法」という。）別表第１の上欄

の在留資格をもって在留する者を除

く。) 

略 

３級の技能検定試験の実技試験を受検

する者（以下「３級受検者」とい

う。）のうち、在校生であって、基準

日において35歳未満のもの（入管法別

表第１の上欄の在留資格をもって在留

する者を除く。）（以下「二重減免

者」という。） 

略 

３級受検者のうち、在校生であって、

基準日において、35歳未満のもの（入

管法別表第１の上欄の在留資格をもっ

て在留する者に限る。）及び35歳以上

のもの 

略 

３級受検者ああああああああああああ

あああああのうち、在校生以外のもの

であって、基準日において35歳未満の

もの（入管法別表第１の上欄の在留資

格をもって在留する者を除く。） 

略 

備考 
 １ この表において「在職者」とは、雇用保険法

（昭和49年法律第116号）第４条第１項に規定

する被保険者をいう。 
 １・２ 略 



（6） 号外第23号令和４（2022）年３月31日　木曜日 栃 木 県 公 報

- 2 - 

 別表第１栃木県立宇都宮高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立宇都宮高等学校 
宇都宮市滝の原３丁目５番

70号 

全日制 男 普通 普通 単位制 

通信制 男女 普通 普通 単位制 

 別表第１栃木県立宇都宮女子高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立宇都宮女子高等学

校 
宇都宮市操町５番19号 全日制 女 普通 普通 単位制 

 別表第１栃木県立宇都宮中央高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立宇都宮中央高等学

校 

宇都宮市若草２丁目２番46

号 
全日制 男女 

普通 普通 

単位制 
家庭 

総合 

家庭 

 別表第１栃木県立宇都宮工業高等学校の項及び栃木県立宇都宮商業高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立宇都宮工業高等学

校 
宇都宮市雀宮町52番地 

全日制 男女 工業 

機械 

機械システム系 電子 

機械 

電気 
電気情報システ

ム系 
電子 

情報 

建築 

デザ 

イン 

建築デザイン系 

環境 

設備 環境建設システ

ム系 環境 

土木 

定時制

（昼夜

間） 

男女 

普通 普通 

単位制 
工業 

工業 

技術 

栃木県立宇都宮商業高等学

校 

宇都宮市大曽３丁目１番46

号 

全日制 男女 商業 

商業  

情報 

処理 

定時制

（ 夜

間） 

男女 

普通 普通 

単位制 
商業 商業 

 別表第１栃木県立鹿沼商工高等学校の項及び栃木県立今市高等学校の項を次のように改める。 

第23条の２ 外国の高等学校に留学することを志望

する生徒は、保護者等と連署の上、校長に願い出

てその許可を受けなければならない。

２ 留学の許可を受けた生徒は、当該許可に係る留

学が終了したときは、その旨を、外国の高等学校

における履修を証明する書類を添えて、保護者等

と連署の上、校長に報告しなければならない。

 （退学）

第25条 退学しようとする者は、その事由を記載し

た書類を添えて、保護者等と連署の上、校長に願

い出てその許可を受けなければならない。

第23条の２ 外国の高等学校に留学することを志望

する生徒は、保護者等と連署の上、校長に願い出

てその許可を受けなければならない。

２ 留学の許可を受けた生徒は、当該許可に係る留

学が終了したときは、その旨を、外国の高等学校

における履修を証明する書類を添えて、保護者等

と連署の上、校長に報告しなければならない。

 （退学）

第25条 退学しようとする者は、その事由を記載し

た書類を添えて、保護者等と連署の上、校長に願

い出てその許可を受けなければならない。
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栃木県教育委員会規則第２号                                   

 県立学校管理規則の一部を改正する規則を次のように定める。                    

  令和４年３月31日                                     

                        栃木県教育委員会教育長  荒  川  政  利   

   県立学校管理規則の一部を改正する規則                             

 県立学校管理規則（昭和32年栃木県教育委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。        

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。    

改   正   後 改   正   前

 （教科書及び教材）

第10条 略

２ 略

３ 学校は、教材の選定にあたっては、保護者等の

経済的負担について考慮しなければならない。

 （転学、転籍）

第19条 他の高等学校又は課程に転学又は転籍を志

望する者は、保護者等と連署の上校長に願い出て

その許可を受けなければならない。

２ 略

 （在学保証書等書類の提出）

第20条 略

２ 前項に規定する者の保護者等は、保証人と連署

の上、別記様式５により、在学保証書を校長に提

出しなければならない。

 （保護者等及び保証人の異動）

第22条 保護者等は、自己又は保証人が、住所又は

氏名を変更したときは、速やかに校長に届け出な

ければならない。

２ 在学保証書を提出した保護者等又は保証人が死

亡し、若しくはその資格を失ったときは、保護者

等又は新たに保護者等となった者は、改めて在学

保証書を提出しなければならない。

 （休学）

第23条 高等学校の生徒又は幼稚部の幼児が心身の

故障その他真にやむを得ない事由により、引き続

き２月以上出席し難いときは、あらかじめ期間を

定めて、保護者等と連署の上、校長に休学を願い

出ることができる。この場合には、休学の事由を

証するに足りる書類を添えなければならない。

２ 略

３ 休学の期間中に、休学の事由がやんだ場合は、

そのことを証するに足りる書類を添えて、保護者

等と連署の上、校長に復学を願い出なければなら

ない。

 （留学）

 （教科書及び教材）

第10条 略

２ 略

３ 学校は、教材の選定にあたっては、保護者等の

経済的負担について考慮しなければならない。

 （転学、転籍）

第19条 他の高等学校又は課程に転学又は転籍を志

望する者は、保護者等と連署の上校長に願い出て

その許可を受けなければならない。

２ 略

 （在学保証書等書類の提出）

第20条 略

２ 前項に規定する者の保護者等は、保証人と連署

の上、別記様式５により、在学保証書を校長に提

出しなければならない。

 （保護者及び保証人の異動）

第22条 保護者 は、自己又は保証人が、住所又は

氏名を変更したときは、速やかに校長に届け出な

ければならない。

２ 在学保証書を提出した保護者等又は保証人が死

亡し、若しくはその資格を失ったときは、保護者

等又は新たに保護者等となった者は、改めて在学

保証書を提出しなければならない。

 （休学）

第23条 高等学校の生徒又は幼稚部の幼児が心身の

故障その他真にやむを得ない事由により、引き続

き２月以上出席し難いときは、あらかじめ期間を

定めて、保護者等と連署の上、校長に休学を願い

出ることができる。この場合には、休学の事由を

証するに足りる書類を添えなければならない。

２ 略

３ 休学の期間中に、休学の事由がやんだ場合は、

そのことを証するに足りる書類を添えて、保護者

等と連署の上、校長に復学を願い出なければなら

ない。

 （留学）
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栃木県立鹿沼商工高等学校 鹿沼市花岡町180番１ 

全日制 男女 
工業 

情報 

科学 

 

商業 商業 

栃木県立鹿沼商工高等学校 鹿沼市花岡町180番地１ 
定時制

（ 夜

間） 

男女 

普通 普通 単位制 

商業 商業 

令和２年度から

募集停止 

単位制 

栃木県立今市高等学校 日光市千本木432 全日制 男女 総合  単位制 

 別表第１栃木県立小山北桜高等学校の項から栃木県立栃木高等学校の項までを次のように改める。 

栃木県立小山北桜高等学校 
小山市大字東山田字西448

番地29 
全日制 男女 

農業 
食料 

環境 

 

工業 

建築 

シス 

テム 

商業 

総合 

ビジ 

ネス 

家庭 
生活 

文化 

栃木県立小山城南高等学校 
小山市西城南４丁目26番地

１ 
全日制 男女 総合  単位制 

栃木県立栃木高等学校 栃木市入舟町12の４ 全日制 男 普通 普通 単位制 

 別表第１栃木県立学悠館高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立学悠館高等学校 栃木市沼和田町２番２号 

定時制

（昼夜

間） 

男女 普通 普通 単位制 

通信制 男女 普通 普通 単位制 

 別表第１栃木県立足利高等学校の項及び栃木県立足利南高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立足利高等学校 足利市本城１丁目1629番地 全日制 男女 普通 普通 単位制 

栃木県立足利南高等学校 足利市下渋垂町980 全日制 男女 総合  単位制 

 別表第１栃木県立足利女子高等学校の項を削り、同表栃木県立足利工業高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立足利工業高等学校 足利市西宮町2908番地１ 

全日制 男女 工業 

機械  

電気 

シス 

テム 

産業 

デザ 

イン 

定時制

（ 夜

間） 

男女 工業 
工業 

技術 
単位制 

 別表第１栃木県立真岡高等学校の項を次のように改める。 

 

栃木県立真岡高等学校 

 

真岡市白布ケ丘24番地１

全日制 男 普通 普通  

定時制

（ 夜

ああ

男女 

ああ

普通 

ああ

普通 

 

単位制 
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 別表第１栃木県立宇都宮高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立宇都宮高等学校 
宇都宮市滝の原３丁目５番

70号 

全日制 男 普通 普通 単位制 

通信制 男女 普通 普通 単位制 

 別表第１栃木県立宇都宮女子高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立宇都宮女子高等学

校 
宇都宮市操町５番19号 全日制 女 普通 普通 単位制 

 別表第１栃木県立宇都宮中央高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立宇都宮中央高等学

校 

宇都宮市若草２丁目２番46

号 
全日制 男女 

普通 普通 

単位制 
家庭 

総合 

家庭 

 別表第１栃木県立宇都宮工業高等学校の項及び栃木県立宇都宮商業高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立宇都宮工業高等学

校 
宇都宮市雀宮町52番地 

全日制 男女 工業 

機械 

機械システム系 電子 

機械 

電気 
電気情報システ

ム系 
電子 

情報 

建築 

デザ 

イン 

建築デザイン系 

環境 

設備 環境建設システ

ム系 環境 

土木 

定時制

（昼夜

間） 

男女 

普通 普通 

単位制 
工業 

工業 

技術 

栃木県立宇都宮商業高等学

校 

宇都宮市大曽３丁目１番46

号 

全日制 男女 商業 

商業  

情報 

処理 

定時制

（ 夜

間） 

男女 

普通 普通 

単位制 
商業 商業 

 別表第１栃木県立鹿沼商工高等学校の項及び栃木県立今市高等学校の項を次のように改める。 

第23条の２ 外国の高等学校に留学することを志望

する生徒は、保護者等と連署の上、校長に願い出

てその許可を受けなければならない。

２ 留学の許可を受けた生徒は、当該許可に係る留

学が終了したときは、その旨を、外国の高等学校

における履修を証明する書類を添えて、保護者等

と連署の上、校長に報告しなければならない。

 （退学）

第25条 退学しようとする者は、その事由を記載し

た書類を添えて、保護者等と連署の上、校長に願

い出てその許可を受けなければならない。

第23条の２ 外国の高等学校に留学することを志望

する生徒は、保護者等と連署の上、校長に願い出

てその許可を受けなければならない。

２ 留学の許可を受けた生徒は、当該許可に係る留

学が終了したときは、その旨を、外国の高等学校

における履修を証明する書類を添えて、保護者等

と連署の上、校長に報告しなければならない。

 （退学）

第25条 退学しようとする者は、その事由を記載し

た書類を添えて、保護者等と連署の上、校長に願

い出てその許可を受けなければならない。
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間） 

 別表第１栃木県立茂木高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立茂木高等学校 
芳賀郡茂木町大字茂木288

番地 
全日制 男女 総合  単位制 

 別表第１栃木県立馬頭高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立馬頭高等学校 
那須郡那珂川町馬頭1299番

地２ 
全日制 男女 

普通 普通 
単位制 

水産 水産 

 別表第１栃木県立大田原東高等学校の項及び栃木県立黒羽高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立大田原東高等学校 
大田原市元町１丁目５番43

号 

定時制

（ 夜

間） 

男女 普通 普通 単位制 

栃木県立黒羽高等学校 大田原市前田780 全日制 男女 普通 普通 単位制 

 別表第１栃木県立那須清峰高等学校の項及び栃木県立那須高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立那須清峰高等学校 
那須塩原市下永田６丁目４

番地 
全日制 男女 

工業 

機械  

機械 

制御 

電気 

情報 

建設 

工学 

商業 商業 

栃木県立那須高等学校 
那須郡那須町大字寺子乙

3932の48 
全日制 男女 

普通 普通 

単位制 
商業 

リゾート

観光 

 別表第１栃木県立黒磯南高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立黒磯南高等学校 那須塩原市上厚崎747の２ 全日制 男女 総合  単位制 

 別表第１栃木県立矢板東高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立矢板東高等学校 矢板市東町４番８号 

全日制 男女 普通 普通  

定時制

（ 夜

間） 

男女 普通 普通 単位制 

 別表第１栃木県立さくら清修高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立さくら清修高等学

校 
さくら市氏家2807番地 全日制 男女 総合  単位制 

 様式５中「保護者」を「保護者等」に改める。

   附 則                                           

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。                           

２ 令和４年３月31日に次の表の左欄に掲げる学校の課程等に在学する生徒は、同年４月１日から同表の右欄

に掲げる学校の課程等の生徒となるものとする。 

左欄 右欄 

学校名 
課程

の別 

男女

の別 

学科

名 

科名 
学校名 

課程

の別 

男女

の別 

学科

名 

科名 

栃木県立足利高等学校

あ 

全日

制 

男 普通 普通 栃木県立足利高等学校

あ 

全日

制 

男女 普通 普通 

栃木県立足利女子高等 全日 女 普通 普通     

- 3 - 

栃木県立鹿沼商工高等学校 鹿沼市花岡町180番１ 

全日制 男女 
工業 

情報 

科学 

 

商業 商業 

栃木県立鹿沼商工高等学校 鹿沼市花岡町180番地１ 
定時制

（ 夜

間） 

男女 

普通 普通 単位制 

商業 商業 

令和２年度から

募集停止 

単位制 

栃木県立今市高等学校 日光市千本木432 全日制 男女 総合  単位制 

 別表第１栃木県立小山北桜高等学校の項から栃木県立栃木高等学校の項までを次のように改める。 

栃木県立小山北桜高等学校 
小山市大字東山田字西448

番地29 
全日制 男女 

農業 
食料 

環境 

 

工業 

建築 

シス 

テム 

商業 

総合 

ビジ 

ネス 

家庭 
生活 

文化 

栃木県立小山城南高等学校 
小山市西城南４丁目26番地

１ 
全日制 男女 総合  単位制 

栃木県立栃木高等学校 栃木市入舟町12の４ 全日制 男 普通 普通 単位制 

 別表第１栃木県立学悠館高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立学悠館高等学校 栃木市沼和田町２番２号 

定時制

（昼夜

間） 

男女 普通 普通 単位制 

通信制 男女 普通 普通 単位制 

 別表第１栃木県立足利高等学校の項及び栃木県立足利南高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立足利高等学校 足利市本城１丁目1629番地 全日制 男女 普通 普通 単位制 

栃木県立足利南高等学校 足利市下渋垂町980 全日制 男女 総合  単位制 

 別表第１栃木県立足利女子高等学校の項を削り、同表栃木県立足利工業高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立足利工業高等学校 足利市西宮町2908番地１ 

全日制 男女 工業 

機械  

電気 

シス 

テム 

産業 

デザ 

イン 

定時制

（ 夜

間） 

男女 工業 
工業 

技術 
単位制 

 別表第１栃木県立真岡高等学校の項を次のように改める。 

 

栃木県立真岡高等学校 

 

真岡市白布ケ丘24番地１

全日制 男 普通 普通  

定時制

（ 夜

ああ

男女 

ああ

普通 

ああ

普通 

 

単位制 



（9）号外第23号栃 木 県 公 報令和４（2022）年３月31日　木曜日

───────────────────────────────────────────────

 

○県立学校管理規則及び栃木県学校通信教育に関する規則の一部改正 
 
栃木県教育委員会規則第３号                                    
 県立学校管理規則及び栃木県学校通信教育に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。    
  令和４年３月31日                                      
                        栃木県教育委員会教育長  荒  川  政  利   

   県立学校管理規則及び栃木県学校通信教育に関する規則の一部を改正する規則            
 （県立学校管理規則の一部改正） 

第１条 県立学校管理規則（昭和32年栃木県教育委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。     

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

  様式１（その１）中「道     徳」を「特別の教科道徳」に改め、同様式（その２）及び（その３）

を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改   正   後 改   正   前 

 （教育課程の届出） 
第８条 校長は、第７条の規定により編成した教育

課程のうち、教科、特別活動、総合的な探究の時

間等の学年別時間配当計画を、別記様式１により

教育委員会に届け出なければならない。学年の中

途においてこれを変更したときも同様とする。 
 
 （単位の取得の認定） 
第13条 高等学校及び特別支援学校の高等部（以下

「高等学校」という。）の教育課程における単位

の修得の認定は、学校所定の学習時間の３分の２

以上学習した生徒について、当該教科に属する科

目及び総合的な探究の時間（次項及び第３項にお

いて「科目等」という。）の成績を評価して、校

長が行う。 
２～４ 略 

 （教育課程の届出） 
第８条 校長は、第７条の規定により編成した教育

課程のうち、教科、特別活動、総合的な学習の時

間等の学年別時間配当計画を、別記様式１により

教育委員会に届け出なければならない。学年の中

途においてこれを変更したときも同様とする。 
 
 （単位の取得の認定） 
第13条 高等学校及び特別支援学校の高等部（以下

「高等学校」という。）の教育課程における単位

の修得の認定は、学校所定の学習時間の３分の２

以上学習した生徒について、当該教科に属する科

目及び総合的な学習の時間（次項及び第３項にお

いて「科目等」という。）の成績を評価して、校

長が行う。 
２～４ 略 

- 5 - 

学校 制 
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間） 

 別表第１栃木県立茂木高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立茂木高等学校 
芳賀郡茂木町大字茂木288

番地 
全日制 男女 総合  単位制 

 別表第１栃木県立馬頭高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立馬頭高等学校 
那須郡那珂川町馬頭1299番

地２ 
全日制 男女 

普通 普通 
単位制 

水産 水産 

 別表第１栃木県立大田原東高等学校の項及び栃木県立黒羽高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立大田原東高等学校 
大田原市元町１丁目５番43

号 

定時制

（ 夜

間） 

男女 普通 普通 単位制 

栃木県立黒羽高等学校 大田原市前田780 全日制 男女 普通 普通 単位制 

 別表第１栃木県立那須清峰高等学校の項及び栃木県立那須高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立那須清峰高等学校 
那須塩原市下永田６丁目４

番地 
全日制 男女 

工業 

機械  

機械 

制御 

電気 

情報 

建設 

工学 

商業 商業 

栃木県立那須高等学校 
那須郡那須町大字寺子乙

3932の48 
全日制 男女 

普通 普通 

単位制 
商業 

リゾート

観光 

 別表第１栃木県立黒磯南高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立黒磯南高等学校 那須塩原市上厚崎747の２ 全日制 男女 総合  単位制 

 別表第１栃木県立矢板東高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立矢板東高等学校 矢板市東町４番８号 

全日制 男女 普通 普通  

定時制

（ 夜

間） 

男女 普通 普通 単位制 

 別表第１栃木県立さくら清修高等学校の項を次のように改める。 

栃木県立さくら清修高等学

校 
さくら市氏家2807番地 全日制 男女 総合  単位制 

 様式５中「保護者」を「保護者等」に改める。

   附 則                                           

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。                           

２ 令和４年３月31日に次の表の左欄に掲げる学校の課程等に在学する生徒は、同年４月１日から同表の右欄

に掲げる学校の課程等の生徒となるものとする。 

左欄 右欄 

学校名 
課程

の別 

男女

の別 

学科

名 

科名 
学校名 

課程

の別 

男女

の別 

学科

名 

科名 

栃木県立足利高等学校

あ 

全日

制 

男 普通 普通 栃木県立足利高等学校

あ 

全日

制 

男女 普通 普通 

栃木県立足利女子高等 全日 女 普通 普通     
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○県立学校管理規則及び栃木県学校通信教育に関する規則の一部改正 
 
栃木県教育委員会規則第３号                                    
 県立学校管理規則及び栃木県学校通信教育に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。    
  令和４年３月31日                                      
                        栃木県教育委員会教育長  荒  川  政  利   

   県立学校管理規則及び栃木県学校通信教育に関する規則の一部を改正する規則            
 （県立学校管理規則の一部改正） 

第１条 県立学校管理規則（昭和32年栃木県教育委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。     

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

  様式１（その１）中「道     徳」を「特別の教科道徳」に改め、同様式（その２）及び（その３）

を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改   正   後 改   正   前 

 （教育課程の届出） 
第８条 校長は、第７条の規定により編成した教育

課程のうち、教科、特別活動、総合的な探究の時

間等の学年別時間配当計画を、別記様式１により

教育委員会に届け出なければならない。学年の中

途においてこれを変更したときも同様とする。 
 
 （単位の取得の認定） 
第13条 高等学校及び特別支援学校の高等部（以下

「高等学校」という。）の教育課程における単位

の修得の認定は、学校所定の学習時間の３分の２

以上学習した生徒について、当該教科に属する科

目及び総合的な探究の時間（次項及び第３項にお

いて「科目等」という。）の成績を評価して、校

長が行う。 
２～４ 略 

 （教育課程の届出） 
第８条 校長は、第７条の規定により編成した教育

課程のうち、教科、特別活動、総合的な学習の時

間等の学年別時間配当計画を、別記様式１により

教育委員会に届け出なければならない。学年の中

途においてこれを変更したときも同様とする。 
 
 （単位の取得の認定） 
第13条 高等学校及び特別支援学校の高等部（以下

「高等学校」という。）の教育課程における単位

の修得の認定は、学校所定の学習時間の３分の２

以上学習した生徒について、当該教科に属する科

目及び総合的な学習の時間（次項及び第３項にお

いて「科目等」という。）の成績を評価して、校

長が行う。 
２～４ 略 
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（その２）

高等学校

学年 計

類型名

科　目　等
　  　 クラス数

標準単位数

現 代 の 国 語 ２

言 語 文 化 ２

論 理 国 語 ４

文 学 国 語 ４

国 語 表 現 ４

古 典 探 究 ４

地 理 総 合 ２

地 理 探 究 ３

歴 史 総 合 ２

日 本 史 探 究 ３

世 界 史 探 究 ３

公 共 ２

倫 理 ２

政 治 ・ 経 済 ２

数 学 Ⅰ ３

数 学 Ⅱ ４

数 学 Ⅲ ３

数 学 Ａ ２

数 学 Ｂ ２

数 学 Ｃ ２

科 学 と 人 間 生 活 ２

物 理 基 礎 ２

物 理 ４

化 学 基 礎 ２

化 学 ４

生 物 基 礎 ２

生 物 ４

地 学 基 礎 ２

地 学 ４

第　　　学年・学級数　　　　学級

各 教 科 ・ 科 目 等
１ ２ ３ ４ 単

位
数
合
計

単
位
数
計

単
位
数
計

単
位
数
計

単
位
数
計

(　 ) (　 )

地
理
歴
史

(　 ) (　 ) (　 ) (　 ) (　 )

教科等

国
　
　
　
語

(　 ) (　 ) (　 )

(　 ) (　 )

数
　
　
　
学

(　 ) (　 ) (　 ) (　 ) (　 )

公
　
民

(　 ) (　 ) (　 )

理
　
　
　
科

(　 ) (　 ) (　 ) (　 ) (　 )

　
　
　
　
　
　
各
　
学
　
科
　
に
　
共
　
通
　
す
　
る
　
各
　
教
　
科
　
・
　
科
　
目

　　年度　　（　　　）科の教育課程表（全日制・定時制・通信制）
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体 育 ７～８

保 健 ２

音 楽 Ⅰ ２

音 楽 Ⅱ ２

音 楽 Ⅲ ２

美 術 Ⅰ ２

美 術 Ⅱ ２

美 術 Ⅲ ２

工 芸 Ⅰ ２

工 芸 Ⅱ ２

工 芸 Ⅲ ２

書 道 Ⅰ ２

書 道 Ⅱ ２

書 道 Ⅲ ２

英語ｺﾐｭﾆｹｰ ｼｮ ﾝⅠ ３

英語ｺﾐｭﾆｹｰ ｼｮ ﾝⅡ ４

英語ｺﾐｭﾆｹｰ ｼｮ ﾝⅢ ４

論 理 ・ 表 現 Ⅰ ２

論 理 ・ 表 現 Ⅱ ２

論 理 ・ 表 現 Ⅲ ２

家 庭 基 礎 ２

家 庭 総 合 ４

情 報 Ⅰ ２

情 報 Ⅱ ２

理 数 探 究 基 礎 １

理 数 探 究 ２～５

(　 ) (　 ) (　 ) (　 ) (　 )

(　 )

(　 )

外
　
国
　
語

(　 ) (　 ) (　 )

情
　
報

(　 ) (　 ) (　 ) (　 )

(　 )

芸
　
　
　
　
　
　
　
　
　
術

(　 ) (　 ) (　 ) (　 )

(　 ) (　 ) (　 ) (　 )

理
　
数

(　 ) (　 ) (　 ) (　 ) (　 )

(　 )

主
と
し
て
専
門
学
科

　
　
　
　
　
　
各
　
学
　
科
　
に
　
共
　
通
　
す
　
る
　
各
　
教
　
科
　
・
　
科
　
目

小計

(　 )

保
健
体
育 (　 ) (　 ) (　 ) (　 )

(　 )

家
　
庭

(　 ) (　 ) (　 ) (　 ) (　 )

Ａ

(　 )

(　 ) (　 )

Ｂ

(　 ) (　 )
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(　 ) (　 ) (　 ) (　 ) (　 )

３～６ (　 ) (　 ) (　 ) (　 ) (　 )

(　 ) (　 ) (　 ) (　 ) (　 )

(　 ) (　 ) (　 ) (　 ) (　 )

(　 ) (　 ) (　 ) (　 ) (　 )

に
お
い
て
開
設
さ
れ
る
各
教
科
・
科
目

注１　各学科に共通する各教科・科目の各教科に属する科目等の空欄には、学校設定科目名を記入すること。

注２　Ａ欄には、各学科に共通する学校設定教科・科目の教科名を記入すること。

注３　Ｂ欄には、主として専門学科において開設される各教科名及び学校設定教科・科目の教科名を記入すること。

(　 )

注４　単位数計欄の(　 )の部分には、担当時数計を記入すること。

小計

合計

ホームルーム活動（週あたり時数）

生 徒 会 活 動 《 年 間 時 数 》

学 校 行 事 《 年 間 時 数 》

備考

(　 ) (　 )

小計

総 合 的 な 探 究 の 時 間

自 立 活 動

Ｂ

(　 ) (　 )
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（その３）

学校名　　　　　　　　

第　　　学年・学級区分　　　　学級（課程　　　）

単位数計 単位数計 単位数計

現 代 の 国 語 ２

言 語 文 化 ２

論 理 国 語 ４

文 学 国 語 ４

国 語 表 現 ４

古 典 探 究 ４

地 理 総 合 ２

地 理 探 究 ３

歴 史 総 合 ２

日 本 史 探 究 ３

世 界 史 探 究 ３

公 共 ２

倫 理 ２

政 治 ・ 経 済 ２

数 学 Ⅰ ３

数 学 Ⅱ ４

数 学 Ⅲ ３

数 学 Ａ ２

数 学 Ｂ ２

数 学 Ｃ ２

科 学 と 人 間 生 活 ２

物 理 基 礎 ２

物 理 ４

化 学 基 礎 ２

化 学 ４

生 物 基 礎 ２

生 物 ４

地 学 基 礎 ２

地 学 ４

体 育 ７～８

保 健 ２

年度　高等部（　　）科の教育課程表

No.　　　

　　　　　　　　　　　 　 　 　　学年

 教　　　　　　　　　　    標準
 科　　   科目名等 　　　　　 単位数

１年 ２年 ３年
単位数
合　計

計

地
理
歴
史

国
　
　
　
語

数
　
　
　
学

公
　
民

保
健
体
育

理
　
　
　
科

視覚障害者、聴覚障害者、肢体不自由

者及び病弱者に対する教育を行う特別

支援学校の高等部



（15）号外第23号栃 木 県 公 報令和４（2022）年３月31日　木曜日

音 楽 Ⅰ ２

音 楽 Ⅱ ２

音 楽 Ⅲ ２

美 術 Ⅰ ２

美 術 Ⅱ ２

美 術 Ⅲ ２

工 芸 Ⅰ ２

工 芸 Ⅱ ２

工 芸 Ⅲ ２

書 道 Ⅰ ２

書 道 Ⅱ ２

書 道 Ⅲ ２

英語ｺﾐｭﾆｹ ｰ ｼｮ ﾝⅠ ３

英語ｺﾐｭﾆｹ ｰ ｼｮ ﾝⅡ ４

英語ｺﾐｭﾆｹ ｰ ｼｮ ﾝⅢ ４

論 理 ・ 表 現 Ⅰ ２

論 理 ・ 表 現 Ⅱ ２

論 理 ・ 表 現 Ⅲ ２

家 庭 基 礎 ２

家 庭 総 合 ４

情 報 Ⅰ ２

情 報 Ⅱ ２

理 数 探 究 基 礎 １

理 数 探 究 ２ ～５

小計

小計

３ ～６

小計

合計

１以上

備考

注　Ａ欄には、主として専門学科において開設される各教科名及び学校設定教科・科目の教科名を記入すること。

外
　
国
　
語

芸
　
　
　
　
　
　
　
　
　
術

情
　
報

家
　
庭

理
　
数

Ａ

総 合 的 な 探 究 の 時 間

ホ　ー　ム　ル　ー　ム　活　動
（  週  当  た  り  時  数  ）

生  徒  会  活  動 《年間時数》

学   校   行   事  《年間時数》

自 立 活 動
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  様式１（その４）中「道     徳」を「特別の教科道徳」に、             を    

                                   

                          

              に改め、同様式（その５）を次のように改める。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合的な学習の時間 

 
総合的な学習の時間 

総合的な探究の時間 
 

「 

」 

 に改め、同様式（その５）を次のように改める。 

「 

」 
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（その５）

第　　　学年

単位
数計

単位
数計

単位
数計

小 計 ６～ 12

人 体 の 構 造 と 機 能 ６～ 10

疾病の成り立ちと予防

生 活 と 疾 病

医 療 と 社 会 ２

小 計 14～ 22

基 礎 理 療 学 ４～７

臨 床 理 療 学 ７～ 12

地 域 理 療 と 理 療 経 営 １

理 療 基 礎 実 習 17～ 24

理 療 臨 床 実 習 ４～５

小 計 33～ 49

上 記 の 各 科 目

理 療 情 報

課 題 研 究

小 計 ５～ 12

58～ 95

備
考

年度　専攻科理療科教育課程表（栃木県立盲学校）

No.　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　学年

分　　　　　　　　  標準単位数
野　　科目名

１年 ２年 ３年

計
単位数
合　計

基
礎
分
野

合 計

６～10

専
門
分
野

５～12

専
門
基
礎
分
野
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　───────────────────────────────────────────────

- 1 -

○栃木県公立学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則及び教育職員の期末手当及び勤勉手当に関

する規則の一部改正

栃木県教育委員会規則第４号                                   

 栃木県公立学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則及び教育職員の期末手当及び勤勉手当に関

する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

  令和４年３月31日                                      

                        栃木県教育委員会教育長  荒  川  政  利   

   栃木県公立学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則及び教育職員の期末手当及び勤勉手当

に関する規則の一部を改正する規則

 （栃木県公立学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部改正） 

第１条 栃木県公立学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和32年栃木県教育委員会規則第

７号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。    

改   正   後 改   正   前

（定義） 

第２条 この規則において、次に掲げる用語の定義

は、当該各号に定めるところによる。 

 (1)～(7) 略 

 (8)ｱ「正規の試験」とは、人事委員会が行う競争

試験及び選考（教育委員会が認めるものに限

る。）をいう。 

(9)ｱ「大卒程度」とは、栃木県職員（大学卒業程

度）採用試験及びこれに相当する正規の試験を

いう。 

(10)あ「小中学校事務職員（大卒程度）」とは、

栃木県小中学校事務職員（大学卒業程度）採用

試験及びこれに相当する正規の試験をいう。 

(11)あ「高卒程度」とは、栃木県職員（高校卒業

程度）採用試験及び栃木県小中学校事務職員

（高校卒業程度）採用試験並びにこれらに相当

する正規の試験をいう。 

(12)あ「資格・免許職」とは、栃木県職員（資

格・免許職）採用試験及びこれに相当する正規

の試験をいう。 

(13)あ「Ⅰ種」とは、栃木県職員採用Ⅰ種試験及

びこれに相当する正規の試験をいう。 

(14)あ「Ⅱ種」とは、栃木県職員採用Ⅱ種試験及

びこれに相当する正規の試験をいう。 

 

第７条 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第

22条の３第１項、女子教職員の出産に際しての補

助教職員の確保に関する法律（昭和30年法律第

125号）第３条第１項、地方公務員の育児休業等

に関する法律（平成３年法律第110号）第６条第

１項及び職員の配偶者同行休業に関する条例（平

成26年栃木県条例第35号）第８条第１項の規定に

より臨時的に任用される職員及び任期を定めて採

用される職員の初任給については、前条の規定に

（定義） 

第２条 この規則において、次に掲げる用語の定義

は、当該各号に定めるところによる。 

 (1)～(7) 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７条 次の各号に掲げる職員の初任給について

は、前条の規定にかかわらず、人事委員会と協議

して定める。 

(1)ｱ産休補助職員、育休補助職員、長期研修等補

助職員その他期限付採用の職員 

(2)ｱ退職した後特別の事情により再び採用される

職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第28条の４第１項、第28条の５第１項又は第28

条の６第１項若しくは第2項の規定により採用

 

  様式１（その６）中「道     徳」を「特別の教科道徳」に改める。 

 （栃木県学校通信教育に関する規則の一部改正） 

第２条 栃木県学校通信教育に関する規則（昭和46年栃木県教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正

する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

   附 則                                            
 この規則は、令和４年４月１日から施行する。                            

（高校教育課）  
 
 

改   正   後 改   正   前 

 （単位修得の認定） 
第17条 各教科に属する科目及び総合的な探究の時

間の単位修得の認定は、学習報告書、面接指導、

試験の成績等により校長が行なう。 

 （単位修得の認定） 
第17条 各教科に属する科目及び総合的な学習の時

間の単位修得の認定は、学習報告書、面接指導、

試験の成績等により校長が行なう。 
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かかわらず、人事委員会と協議して定める。 

（昇格の場合の号給） 

第11条 略 

２ 前２条の規定により職員を昇格させた場合で当

該昇格が２級以上上位の職務の級への昇格である

ときにおける前項の規定の適用については、それ

ぞれ１級上位の職務の級への昇格が順次行われた

ものとして取り扱うものとする。 

３ 教育職給料表(1)又は教育職給料表(2)の適用を

受ける職員でその職務の級が特２級であるものを

昇格させた場合において、前２項の規定によりそ

の者の号給を決定することが著しく不適当である

と認められるときは、前２項の規定にかかわら

ず、あらかじめ教育委員会が人事委員会の承認を

得てその者の号給を決定することができる。 

４ 前条の規定により職員を昇格させた場合におい

て、第１項又は第２項の規定により定められるそ

の者の号給が初任給として受けるべき額に達しな

い場合においては、同項の規定にかかわらず、第

18条第１項の規定によることができる。 

５ 降格した職員を当該降格後最初に昇格させる場

合において、前各項の規定により決定される号給

が部内の他の職員との均衡を著しく失すると認め

られるときは、前各項の規定にかかわらず、あら

かじめ教育委員会が人事委員会の承認を得てその

者の号給を決定することができる。 

 

別表第３（第４条関係） 

事務職給料表級別資格基準表 

略 

 備考 試験欄の「正規の試験」の区分は、正規の

試験の結果に基づいて職員となった者に適用

し、「その他」の区分は、正規の試験によらな

いで職員となった者に適用する。 

 

 

 

 

 

される職員を除く。） 

 

（昇格の場合の号給） 

第11条 略 

 

 

 

 

 

２ 教育職給料表(1)又は教育職給料表(2)の適用を

受ける職員でその職務の級が特２級であるものを

昇格させた場合において、前項 の規定によりそ

の者の号給を決定することが著しく不適当である

と認められるときは、前項 の規定にかかわら

ず、あらかじめ教育委員会が人事委員会の承認を

得てその者の号給を決定することができる。 

３ 前条の規定により職員を昇格させた場合におい

て、第１項又は第２項の規定により定められるそ

の者の号給が初任給として受けるべき額に達しな

い場合においては、同項の規定にかかわらず、第

18条第１項の規定によることができる。 

４ 降格した職員を当該降格後最初に昇格させた場

合におけるその者の号給は、前３項の規定にかか

わらず、教育委員会が人事委員会と協議して定め

る号給とする。 

 

 

 

別表第３（第４条関係） 

事務職給料表級別資格基準表 

略 

 備考 

１ 試験欄の「正規の試験」の区分は、正規の

試験の結果に基づいて職員となった者に適用

し、「その他」の区分は、正規の試験によら

ないで職員となった者に適用する。 

２ 試験欄の正規の試験の区分に掲げる「大卒

程度」は、栃木県職員（大学卒業程度）採用

試験及びこれに相当する正規の試験を示し、

「小中学校事務職員（大卒程度）」は、栃木

県小中学校事務職員（大学卒業程度）採用試

験及びこれに相当する正規の試験を示し、

「高卒程度」は、栃木県職員（高校卒業程

度）採用試験及び栃木県小中学校事務職員

（高校卒業程度）採用試験並びにこれらに相

当する正規の試験を示し、「資格・免許職」

は、栃木県職員（資格・免許職）採用試験及

びこれに相当する正規の試験を示し、「Ⅰ

種」は、栃木県職員採用Ⅰ種試験及びこれに

相当する正規の試験を示し、「Ⅱ種」は、栃
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○栃木県公立学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則及び教育職員の期末手当及び勤勉手当に関

する規則の一部改正

栃木県教育委員会規則第４号                                   

 栃木県公立学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則及び教育職員の期末手当及び勤勉手当に関

する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

  令和４年３月31日                                      

                        栃木県教育委員会教育長  荒  川  政  利   

   栃木県公立学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則及び教育職員の期末手当及び勤勉手当

に関する規則の一部を改正する規則

 （栃木県公立学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部改正） 

第１条 栃木県公立学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和32年栃木県教育委員会規則第

７号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。    

改   正   後 改   正   前

（定義） 

第２条 この規則において、次に掲げる用語の定義

は、当該各号に定めるところによる。 

 (1)～(7) 略 

 (8)ｱ「正規の試験」とは、人事委員会が行う競争

試験及び選考（教育委員会が認めるものに限

る。）をいう。 

(9)ｱ「大卒程度」とは、栃木県職員（大学卒業程

度）採用試験及びこれに相当する正規の試験を

いう。 

(10)あ「小中学校事務職員（大卒程度）」とは、

栃木県小中学校事務職員（大学卒業程度）採用

試験及びこれに相当する正規の試験をいう。 

(11)あ「高卒程度」とは、栃木県職員（高校卒業

程度）採用試験及び栃木県小中学校事務職員

（高校卒業程度）採用試験並びにこれらに相当

する正規の試験をいう。 

(12)あ「資格・免許職」とは、栃木県職員（資

格・免許職）採用試験及びこれに相当する正規

の試験をいう。 

(13)あ「Ⅰ種」とは、栃木県職員採用Ⅰ種試験及

びこれに相当する正規の試験をいう。 

(14)あ「Ⅱ種」とは、栃木県職員採用Ⅱ種試験及

びこれに相当する正規の試験をいう。 

 

第７条 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第

22条の３第１項、女子教職員の出産に際しての補

助教職員の確保に関する法律（昭和30年法律第

125号）第３条第１項、地方公務員の育児休業等

に関する法律（平成３年法律第110号）第６条第

１項及び職員の配偶者同行休業に関する条例（平

成26年栃木県条例第35号）第８条第１項の規定に

より臨時的に任用される職員及び任期を定めて採

用される職員の初任給については、前条の規定に

（定義） 

第２条 この規則において、次に掲げる用語の定義

は、当該各号に定めるところによる。 

 (1)～(7) 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７条 次の各号に掲げる職員の初任給について

は、前条の規定にかかわらず、人事委員会と協議

して定める。 

(1)ｱ産休補助職員、育休補助職員、長期研修等補

助職員その他期限付採用の職員 

(2)ｱ退職した後特別の事情により再び採用される

職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第28条の４第１項、第28条の５第１項又は第28

条の６第１項若しくは第2項の規定により採用条の６第１項若しくは第２項の規定により採用
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 （教育職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部改正） 

第２条 教育職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則（平成２年栃木県教育委員会規則第９号）の一部を次

のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。    

 

別表第11（第６条関係） 

事務職給料表初任給基準表 

試 験 学 歴 免 許 初 任 給 

正

規

の

試

験 

略  略 

小中学校事務職員

（ 大 卒 程 度 ） 

 略 

略  略 

略  略 

略    

備考 

１ 試験欄の「正規の試験」の区分は、正規の

試験の結果に基づいて職員となった者に適用

し、「その他」の区分は、正規の試験によら

ないで職員となった者に適用する。 

２ 試験欄の正規の試験の区分に掲げる「大卒

程度」、「小中学校事務職員（大卒程度）あ

ああ」、「高卒程度」及び「資格・免許職」

の区分の基準学歴は、「大卒程度」及び「小

中学校事務職員（大卒程度）ああ」は大学

卒、「高卒程度」は高校卒、「資格・免許

職」は短大卒とする。 

３ 略

木県職員採用Ⅱ種試験及びこれに相当する正

規の試験を示す。 

 

別表第11（第６条関係） 

事務職給料表初任給基準表 

試 験 学 歴 免 許 初 任 給 

正

規

の

試

験 

略  略 

市町村立学校事務

職員（大卒程度） 

 略 

略  略 

略  略 

略    

備考 

１ 試験欄の「正規の試験」の区分は、正規の

試験の結果に基づいて職員となった者に適用

し、「その他」の区分は、正規の試験によら

ないで職員となった者に適用する。 

１ 試験欄の正規の試験の区分に掲げる「大卒

程度」、「市町村立学校事務職員（大卒程

度）」、「高卒程度」及び「資格・免許職」

の区分の基準学歴は、「大卒程度」及び「市

町村立学校事務職員（大卒程度）」は大学

卒、「高卒程度」は高校卒、「資格・免許

職」は短大卒とする。 

２ 略  

改   正   後 改   正   前

別表（第４条関係）

給料表   職     員   加 算 割 合 

 略 略 

 

 

 

 

 

 

教育職

給料表

(1) 

職務の級２級の職員（39

号給以上108号給未満の

号給を受けている職員で

あって、かつ、本県にお

いて教育職員（臨時的に

任用される職員及び任期

を定めて採用される職員

を除く。）として在職期

間４年以上の職員に限

る。） 

略 

 職務の級１級の職員（95

号給以上の号給を受けて

いる職員（臨時的に任用

 

別表（第４条関係）

給料表   職     員   加 算 割 合 

 略 略 

 

 

 

 

 

 

教育職

給料表

(1) 

職務の級２級の職員（39

号給以上108号給未満の

号給を受けている職員で

あって、かつ、本県にお

いて教育職員（期限付採

用の職員あああああああ

あああああああああああ

を除く。）として在職期

間４年以上の職員に限

る。） 

略 

 職務の級１級の職員（95

号給以上の号給を受けて

いる職員（期限付採用の
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かかわらず、人事委員会と協議して定める。 

（昇格の場合の号給） 

第11条 略 

２ 前２条の規定により職員を昇格させた場合で当

該昇格が２級以上上位の職務の級への昇格である

ときにおける前項の規定の適用については、それ

ぞれ１級上位の職務の級への昇格が順次行われた

ものとして取り扱うものとする。 

３ 教育職給料表(1)又は教育職給料表(2)の適用を

受ける職員でその職務の級が特２級であるものを

昇格させた場合において、前２項の規定によりそ

の者の号給を決定することが著しく不適当である

と認められるときは、前２項の規定にかかわら

ず、あらかじめ教育委員会が人事委員会の承認を

得てその者の号給を決定することができる。 

４ 前条の規定により職員を昇格させた場合におい

て、第１項又は第２項の規定により定められるそ

の者の号給が初任給として受けるべき額に達しな

い場合においては、同項の規定にかかわらず、第

18条第１項の規定によることができる。 

５ 降格した職員を当該降格後最初に昇格させる場

合において、前各項の規定により決定される号給

が部内の他の職員との均衡を著しく失すると認め

られるときは、前各項の規定にかかわらず、あら

かじめ教育委員会が人事委員会の承認を得てその

者の号給を決定することができる。 

 

別表第３（第４条関係） 

事務職給料表級別資格基準表 

略 

 備考 試験欄の「正規の試験」の区分は、正規の

試験の結果に基づいて職員となった者に適用

し、「その他」の区分は、正規の試験によらな

いで職員となった者に適用する。 

 

 

 

 

 

される職員を除く。） 

 

（昇格の場合の号給） 

第11条 略 

 

 

 

 

 

２ 教育職給料表(1)又は教育職給料表(2)の適用を

受ける職員でその職務の級が特２級であるものを

昇格させた場合において、前項 の規定によりそ

の者の号給を決定することが著しく不適当である

と認められるときは、前項 の規定にかかわら

ず、あらかじめ教育委員会が人事委員会の承認を

得てその者の号給を決定することができる。 

３ 前条の規定により職員を昇格させた場合におい

て、第１項又は第２項の規定により定められるそ

の者の号給が初任給として受けるべき額に達しな

い場合においては、同項の規定にかかわらず、第

18条第１項の規定によることができる。 

４ 降格した職員を当該降格後最初に昇格させた場

合におけるその者の号給は、前３項の規定にかか

わらず、教育委員会が人事委員会と協議して定め

る号給とする。 

 

 

 

別表第３（第４条関係） 

事務職給料表級別資格基準表 

略 

 備考 

１ 試験欄の「正規の試験」の区分は、正規の

試験の結果に基づいて職員となった者に適用

し、「その他」の区分は、正規の試験によら

ないで職員となった者に適用する。 

２ 試験欄の正規の試験の区分に掲げる「大卒

程度」は、栃木県職員（大学卒業程度）採用

試験及びこれに相当する正規の試験を示し、

「小中学校事務職員（大卒程度）」は、栃木

県小中学校事務職員（大学卒業程度）採用試

験及びこれに相当する正規の試験を示し、

「高卒程度」は、栃木県職員（高校卒業程

度）採用試験及び栃木県小中学校事務職員

（高校卒業程度）採用試験並びにこれらに相

当する正規の試験を示し、「資格・免許職」

は、栃木県職員（資格・免許職）採用試験及

びこれに相当する正規の試験を示し、「Ⅰ

種」は、栃木県職員採用Ⅰ種試験及びこれに

相当する正規の試験を示し、「Ⅱ種」は、栃
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○栃木県教育委員会事務局処務規程の一部改正

栃木県教育委員会訓令第１号                                   

                                           本   局 

                                           教育事務所 

 栃木県教育委員会事務局処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。             

  令和４年３月31日                                      

                        栃木県教育委員会教育長  荒  川  政  利   

   栃木県教育委員会事務局処務規程の一部を改正する訓令                      

 栃木県教育委員会事務局処務規程（昭和61年栃木県教育委員会訓令第８号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。    

改   正   後 改   正   前

（文書等の記号及び番号） 

第12条 略 

２ 前項の表に定めるその他の文書等のうち、送付

書その他軽易なものについては、文書等の番号を

省略し、号外とすることができる。 

 

別表第１（第５条関係） 

１ 教育次長、参事、課室長、総括課長補佐及び

リーダー専決事項 

(1)ｱ略 

(2)ｱ特定専決事項 

総務課関係～義務教育課関係 略 

高校教育課関係 

教 育 次 長 専 決

事 項

高 校 教 育 課 長

専 決 事 項

総括

課長

補佐

専決

事項

リー

ダー

専決

事項

略 １・２ 略 

３ 育児休業法

第６条第１項

第１号の規定

により任期を

定めて採用さ

れる県立学校

の職員の任免 

４ 職員の配偶

者同行休業に

関する条例第

８条第１項第

１号の規定に

より任期を定

めて採用され

る県立学校の

職員の任免 

５～７ 略 

（文書等の記号及び番号） 

第12条 略 

２ 前項の表に定めるその他の文書等で軽易なもの

にあっては、あああああああああああああ番号を

省略し、号外とすることができる。 

 

別表第１（第５条関係） 

１ 教育次長、参事、課室長、総括課長補佐及び

リーダー専決事項 

(1)ｱ略 

(2)ｱ特定専決事項 

総務課関係～義務教育課関係 略 

高校教育課関係 

教 育 次 長 専 決

事 項

高 校 教 育 課 長

専 決 事 項

総括

課長

補佐

専決

事項

リー

ダー

専決

事項

略 １・２ 略 

３ 県立学校の

育児休業法第

６条第１項第

１号の規定に

より任期を定

めて採用され

る職員の任免 

４ 県立学校の

職員の配偶者

同行休業に関

する条例第８

条第１項第１

号の規定によ

り任期を定め

て採用さ

３～５ 略 
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○栃木県公立学校職員の寒冷地手当の支給の特例に関する規則の一部改正 
 
栃木県教育委員会規則第５号                                    
 栃木県公立学校職員の寒冷地手当の支給の特例に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。  
  令和４年３月31日                                      
                        栃木県教育委員会教育長  荒  川  政  利   

   栃木県公立学校職員の寒冷地手当の支給の特例に関する規則の一部を改正する規則          
 栃木県公立学校職員の寒冷地手当の支給の特例に関する規則（昭和55年栃木県教育委員会規則第12号）の一

部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

   附 則                                            
 この規則は、令和４年４月１日から施行する。                            
 

改   正   後 改   正   前 

別表 

  学    校     所  在  地   

略  

日光市立足尾中学校 日光市足尾町赤沢６の２ 

略  

   

別表 

  学    校     所  在  地   

略  

日光市立足尾中学校 日光市足尾町向原７の１ 

略  
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   附 則                                           

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。                           

される職員及び任期を定

めて採用される職員を除

く。）に限る。） 

 略 略 

 

 

 

教育職

給料表

(2) 

職務の級２級の職員（51

号給以上124号給未満の

号給を受けている職員で

あって、かつ、本県にお

いて教育職員（臨時的に

任用される職員及び任期

を定めて採用される職員

を除く。）として在職期

間４年以上の職員に限

る。） 

略 

 

職員あああああああああ

あああああああああを除

く。）に限る。） 

 略 略 

 

 

 

教育職

給料表

(2) 

職務の級２級の職員（51

号給以上124号給未満の

号給を受けている職員で

あって、かつ、本県にお

いて教育職員（期限付採

用の職員あああああああ

あああああああああああ

を除く。）として在職期

間４年以上の職員に限

る。） 

略 
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 （教育職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部改正） 

第２条 教育職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則（平成２年栃木県教育委員会規則第９号）の一部を次

のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。    

 

別表第11（第６条関係） 

事務職給料表初任給基準表 

試 験 学 歴 免 許 初 任 給 

正

規

の

試

験 

略  略 

小中学校事務職員

（ 大 卒 程 度 ） 

 略 

略  略 

略  略 

略    

備考 

１ 試験欄の「正規の試験」の区分は、正規の

試験の結果に基づいて職員となった者に適用

し、「その他」の区分は、正規の試験によら

ないで職員となった者に適用する。 

２ 試験欄の正規の試験の区分に掲げる「大卒

程度」、「小中学校事務職員（大卒程度）あ

ああ」、「高卒程度」及び「資格・免許職」

の区分の基準学歴は、「大卒程度」及び「小

中学校事務職員（大卒程度）ああ」は大学

卒、「高卒程度」は高校卒、「資格・免許

職」は短大卒とする。 

３ 略

木県職員採用Ⅱ種試験及びこれに相当する正

規の試験を示す。 

 

別表第11（第６条関係） 

事務職給料表初任給基準表 

試 験 学 歴 免 許 初 任 給 

正

規

の

試

験 

略  略 

市町村立学校事務

職員（大卒程度） 

 略 

略  略 

略  略 

略    

備考 

１ 試験欄の「正規の試験」の区分は、正規の

試験の結果に基づいて職員となった者に適用

し、「その他」の区分は、正規の試験によら

ないで職員となった者に適用する。 

１ 試験欄の正規の試験の区分に掲げる「大卒

程度」、「市町村立学校事務職員（大卒程

度）」、「高卒程度」及び「資格・免許職」

の区分の基準学歴は、「大卒程度」及び「市

町村立学校事務職員（大卒程度）」は大学

卒、「高卒程度」は高校卒、「資格・免許

職」は短大卒とする。 

２ 略  

改   正   後 改   正   前

別表（第４条関係）

給料表   職     員   加 算 割 合 

 略 略 

 

 

 

 

 

 

教育職

給料表

(1) 

職務の級２級の職員（39

号給以上108号給未満の

号給を受けている職員で

あって、かつ、本県にお

いて教育職員（臨時的に

任用される職員及び任期

を定めて採用される職員

を除く。）として在職期

間４年以上の職員に限

る。） 

略 

 職務の級１級の職員（95

号給以上の号給を受けて

いる職員（臨時的に任用

 

別表（第４条関係）

給料表   職     員   加 算 割 合 

 略 略 

 

 

 

 

 

 

教育職

給料表

(1) 

職務の級２級の職員（39

号給以上108号給未満の

号給を受けている職員で

あって、かつ、本県にお

いて教育職員（期限付採

用の職員あああああああ

あああああああああああ

を除く。）として在職期

間４年以上の職員に限

る。） 

略 

 職務の級１級の職員（95

号給以上の号給を受けて

いる職員（期限付採用の
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   附 則                                           

 この訓令は、令和４年４月１日から施行する。                           

（総務課） 

８ 県立学校職

員（校長を除

く。次号から

第14号までに

お い て 同

じ。）の30日

以上の傷病休

暇の承認 

９～26 略

特別支援教育室関係～文化財課関係 略

２ 所長及び総括所長補佐専決事項

所 長 専 決 事 項 総括所長補佐専決事項

１～９ 略 

10 育児休業法第６条

第１項第１号の規定

により任期を定めて

採用される小学校、

中学校及び義務教育

学校の職員の任免 

11 職員の配偶者同行

休業に関する条例第

８条第１項第１号の

規定により任期を定

めて採用される小学

校、中学校及び義務

教育学校の職員の任

免 

12 小学校、中学校及

び義務教育学校の教

職員（校長を除く。

次号及び第14号にお

いて同じ。）の育児

休業等の承認 

13～27 略

略

６ 県立学校職

員（校長を除

く。次号から

第12号までに

お い て 同

じ。）の30日

以上の傷病休

暇の承認 

７～24 略

特別支援教育室関係～文化財課関係 略

２ 所長及び総括所長補佐専決事項

所 長 専 決 事 項 総括所長補佐専決事項

１～９ 略 

10 小学校、中学校及

び義務教育学校の育

児休業法第６条第１

項第１号の規定によ

り任期を定めて採用

される職員の任免 

11 小学校、中学校及

び義務教育学校の職

員の配偶者同行休業

に関する条例第８条

第１項第１号の規定

により任期を定めて

採用される職員の任

免 

10 小学校、中学校及

び義務教育学校の教

職員（校長を除く。

次号及び第12号にお

いて同じ。）の育児

休業等の承認 

11～25 略

略
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○栃木県教育委員会事務局処務規程の一部改正

栃木県教育委員会訓令第１号                                   

                                           本   局 

                                           教育事務所 

 栃木県教育委員会事務局処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。             

  令和４年３月31日                                      

                        栃木県教育委員会教育長  荒  川  政  利   

   栃木県教育委員会事務局処務規程の一部を改正する訓令                      

 栃木県教育委員会事務局処務規程（昭和61年栃木県教育委員会訓令第８号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。    

改   正   後 改   正   前

（文書等の記号及び番号） 

第12条 略 

２ 前項の表に定めるその他の文書等のうち、送付

書その他軽易なものについては、文書等の番号を

省略し、号外とすることができる。 

 

別表第１（第５条関係） 

１ 教育次長、参事、課室長、総括課長補佐及び

リーダー専決事項 

(1)ｱ略 

(2)ｱ特定専決事項 

総務課関係～義務教育課関係 略 

高校教育課関係 

教 育 次 長 専 決

事 項

高 校 教 育 課 長

専 決 事 項

総括

課長

補佐

専決

事項

リー

ダー

専決

事項

略 １・２ 略 

３ 育児休業法

第６条第１項

第１号の規定

により任期を

定めて採用さ

れる県立学校

の職員の任免 

４ 職員の配偶

者同行休業に

関する条例第

８条第１項第

１号の規定に

より任期を定

めて採用され

る県立学校の

職員の任免 

５～７ 略 

（文書等の記号及び番号） 

第12条 略 

２ 前項の表に定めるその他の文書等で軽易なもの

にあっては、あああああああああああああ番号を

省略し、号外とすることができる。 

 

別表第１（第５条関係） 

１ 教育次長、参事、課室長、総括課長補佐及び

リーダー専決事項 

(1)ｱ略 

(2)ｱ特定専決事項 

総務課関係～義務教育課関係 略 

高校教育課関係 

教 育 次 長 専 決

事 項

高 校 教 育 課 長

専 決 事 項

総括

課長

補佐

専決

事項

リー

ダー

専決

事項

略 １・２ 略 

３ 県立学校の

育児休業法第

６条第１項第

１号の規定に

より任期を定

めて採用され

る職員の任免 

４ 県立学校の

職員の配偶者

同行休業に関

する条例第８

条第１項第１

号の規定によ

り任期を定め

て採用さ

３～５ 略 
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○栃木県立学校文書等取扱規程の一部改正 
 
栃木県教育委員会訓令第２号                                    
                                            県立学校  
 栃木県立学校文書等取扱規程の一部を改正する訓令を次のように定める。                
  令和４年３月31日                                      
                        栃木県教育委員会教育長  荒  川  政  利   

   栃木県立学校文書等取扱規程の一部を改正する訓令                        

 栃木県立学校文書等取扱規程（平成13年栃木県教育委員会訓令第４号）の一部を次のように改正する。   

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

   附 則                                            
 この訓令は、令和４年４月１日から施行する。                            

（高校教育課）  
 
 

改   正   後 改   正   前 

（文書等の記号及び番号） 

第４条 略 

２ 前項の表に定めるその他の文書等のうち、送付

書その他軽易なものについては、文書等の番号を

省略し、号外とすることができる。 

 

別表（第４条関係） 

学    校    名 記  号 

略  

栃木県立足利南高等学校 略 

略  
  

 

（文書等の記号及び番号） 

第４条 略 

２ 前項の表に定めるその他の文書等で軽易なもの

にあっては、あああああああああああああ番号を

省略し、号外とすることができる。 

 

別表（第４条関係） 

学    校    名 記  号 

略  

栃木県立足利南高等学校 略 

栃木県立足利女子高等学校 足 女 高 

略  
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   附 則                                           

 この訓令は、令和４年４月１日から施行する。                           

（総務課） 

８ 県立学校職

員（校長を除

く。次号から

第14号までに

お い て 同

じ。）の30日

以上の傷病休

暇の承認 

９～26 略

特別支援教育室関係～文化財課関係 略

２ 所長及び総括所長補佐専決事項

所 長 専 決 事 項 総括所長補佐専決事項

１～９ 略 

10 育児休業法第６条

第１項第１号の規定

により任期を定めて

採用される小学校、

中学校及び義務教育

学校の職員の任免 

11 職員の配偶者同行

休業に関する条例第

８条第１項第１号の

規定により任期を定

めて採用される小学

校、中学校及び義務

教育学校の職員の任

免 

12 小学校、中学校及

び義務教育学校の教

職員（校長を除く。

次号及び第14号にお

いて同じ。）の育児

休業等の承認 

13～27 略

略

６ 県立学校職

員（校長を除

く。次号から

第12号までに

お い て 同

じ。）の30日

以上の傷病休

暇の承認 

７～24 略

特別支援教育室関係～文化財課関係 略

２ 所長及び総括所長補佐専決事項

所 長 専 決 事 項 総括所長補佐専決事項

１～９ 略 

10 小学校、中学校及

び義務教育学校の育

児休業法第６条第１

項第１号の規定によ

り任期を定めて採用

される職員の任免 

11 小学校、中学校及

び義務教育学校の職

員の配偶者同行休業

に関する条例第８条

第１項第１号の規定

により任期を定めて

採用される職員の任

免 

10 小学校、中学校及

び義務教育学校の教

職員（校長を除く。

次号及び第12号にお

いて同じ。）の育児

休業等の承認 

11～25 略

略
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○栃木県立学校文書等取扱規程の一部改正 
 
栃木県教育委員会訓令第２号                                    
                                            県立学校  
 栃木県立学校文書等取扱規程の一部を改正する訓令を次のように定める。                
  令和４年３月31日                                      
                        栃木県教育委員会教育長  荒  川  政  利   

   栃木県立学校文書等取扱規程の一部を改正する訓令                        

 栃木県立学校文書等取扱規程（平成13年栃木県教育委員会訓令第４号）の一部を次のように改正する。   

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

   附 則                                            
 この訓令は、令和４年４月１日から施行する。                            

（高校教育課）  
 
 

改   正   後 改   正   前 

（文書等の記号及び番号） 

第４条 略 

２ 前項の表に定めるその他の文書等のうち、送付

書その他軽易なものについては、文書等の番号を

省略し、号外とすることができる。 

 

別表（第４条関係） 

学    校    名 記  号 

略  

栃木県立足利南高等学校 略 

略  
  

 

（文書等の記号及び番号） 

第４条 略 

２ 前項の表に定めるその他の文書等で軽易なもの

にあっては、あああああああああああああ番号を

省略し、号外とすることができる。 

 

別表（第４条関係） 

学    校    名 記  号 

略  

栃木県立足利南高等学校 略 

栃木県立足利女子高等学校 足 女 高 

略  
  

 


